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継続検討課題
（第2回委員会より）

R８年度の取組案

①
インバウンドの増加等を踏まえ
た帰宅困難者数の新たな推計
及びその対策

令和７年度においてあげられた指摘をもとに、推計手法の高度化を図る。
また、推計結果等から、今後の検討課題について整理する。

② 官民連携の方策

• 一時滞在施設に関する協定において、損害の取扱い及び免責に関する規定内容、
損害賠償責任の所在、免責の有無及びその範囲、第三者に損害が生じた場合の取
扱い等を明示している実例の有無について調査し、優良事例については事例集に
追加するなど、モデルケースとしての展開を検討する。

• 本日の東京都からの発表など、帰宅困難者対策の優良事例について、横展開を図
る。

③
廣井座長からの意見をもとに、
今後検討が必要な課題

首都圏・中部圏・近畿圏の駅前滞留者対策協議会の発足状況や、帰宅困難者対策の実
施状況を調査し、地域特性等を把握する。
また、観光地における帰宅困難者等対策の事例について調査し、優良事例については
事例集に追加するなど、モデルケースとしての展開を検討する。
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継続検討課題
（第2回委員会より）

R８年度の取組案

①
インバウンドの増加等を踏まえた
帰宅困難者数の新たな推計及びそ
の対策

令和７年度においてあげられた指摘をもとに、推計手法の高度化を図る。
また、推計結果等から、今後の検討課題について整理する。

資料２から再掲



4

継続検討課題
（第2回委員会より）

R８年度の取組案

② 官民連携の方策

• 一時滞在施設に関する協定において、損害の取扱い及び免責に関する規定内容、損害賠償
責任の所在、免責の有無及びその範囲、第三者に損害が生じた場合の取扱い等を明示してい
る実例の有無について調査し、優良事例については事例集に追加するなど、モデルケースと
しての展開を検討する。

• 本日の東京都からの発表など、帰宅困難者対策の優良事例について、横展開を図る。

帰宅困難者等対策の継続検討課題への対応方針
継続検討課題② 官民連携の方策

大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策の取組事例集（抄）

責任の扱いについて協定に明記している例



5

継続検討課題
（第2回委員会より）

R８年度の取組案

③
廣井座長からの意見をもとに、今
後検討が必要な課題

首都圏・中部圏・近畿圏の駅前滞留者対策協議会の発足状況や、帰宅困難者対策の実施状況を
調査し、地域特性等を把握する。
また、観光地における帰宅困難者等対策の事例について調査し、優良事例については事例集に
追加するなど、モデルケースとしての展開を検討する。

※第２回検討委員会資料抜粋

帰宅困難者等対策の継続検討課題への対応方針
継続検討課題③ 廣井座長からの意見をもとに、今後検討が必要な課題
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廣井座長からの意見 対応時期

課題概要 詳細 R７※ R8 R9以降

大都市の一極集中と鉄道分担率の高さ
が帰宅困難者問題の根本的な原因

都市構造に由来するため抜本的対策が困難であり、対応・管理中心の防災対策と
なる。また、大都市特有の課題だが、どこまでを対策が必要な大都市とみなす
か？

○

大規模災害時、行政だけでは膨大な帰宅
困難者対応ニーズに対応できない（むし
ろ、してはいけない）

• セカンドプライオリティだからこそ、官民協働が必要
• これからの大規模災害対応である官民連携のモデルケースになりうる。ただし、
責任の問題を解決する必要性

○

官民連携に加えて，帰宅困難者は市町村
境界を超えて移動するため行政も多様

多様な主体が連携する。だからこそ、情報の共有＋足並みを揃えるルール＋タイ
ムライン＋用語の統一が必要

○

家族に会いたい・帰りたいという人間心
理に反する対策になってしまう

直後の呼びかけのみでは限界があり、事前の環境整備が重要＋道路空間・移動の
トリアージという概念の浸透

○

帰宅困難者が発生する蓋然性は高い反
面、発災時刻や曜日、季節など多様な被
災像

小規模災害も含めて検証する必要性＋小規模災害を訓練とする仕組みの必要性
（官がやっても訓練にならない？）

○

著しく過酷な外部環境への対応の必要性 酷暑や極寒時については、現行の対策では不十分 ○

大規模地震だけではなくオールハザード
で対策する必要性

オールハザードで対策することで，「安心」という付加価値をCBD（中心業務地
区）に確保することが可能

○

地域によって大きく対策の必要性や種類
は異なる

• 地域独自の取り組みが必須（国ー広域連合ー都道府県ー市区町村ー協議会ー
企業等の連携・役割分担）

• 特に津波襲来地域における対策の不在や観光地対応の必要性

○

「帰宅困難者対策を利用する」という視点
の必要性

• 帰宅困難者や出勤困難者を地域の救助活動に使う、事業継続に資源を活用す
ることが可能

• 後者は帰宅困難者対応モードと事業継続モードの有機的連携が必要
○

より高度な予測・モニタリング技術の必
要性

• 被害想定の高度化。つまり帰宅困難者の地理的分布や質（要援護者や学生な
ど）を平時・有事ともに情報提供する必要性

• 帰宅困難DX（東京都）の水平展開
○

○

※R7対応の各項目は、改定版ガイドラインに記載済み（今後更なるブラッシュアップを図る）

帰宅困難者等対策の継続検討課題への対応方針
継続検討課題③ 廣井座長からの意見をもとに、今後検討が必要な課題

損害の取扱いについて協定
で明記している事例を調査

被害想定の高度化

地域独自の取組を調査
優良事例の横展開

被害想定の高度化



国民保護分野（シェルター）と連携した一時滞在施設確保に向けた取組の促進

7



国民保護分野（シェルター）と連携した一時滞在施設確保に向けた取組の促進

8出典：緊急事態を想定した避難施設（シェルター）の確保に関する基本方針について（令和８年３月 内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）

令和８年３月に公表された「緊急事態を想定した避難施設（シェルター）の確保に関する基本方針について」にお
いて、国民保護分野と自然災害対策が連携することが明示され、一時滞在施設の確保に向けて連携して取り組
むこととなった。
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国民保護分野（シェルター）と連携した一時滞在施設確保に向けた取組の促進
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